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第一部 【企業情報】

第１ 【企業の概況】

１ 【主要な経営指標等の推移】

連結経営指標等

　

回次
第64期
第２四半期
連結累計期間

第65期
第２四半期
連結累計期間

第64期
第２四半期
連結会計期間

第65期
第２四半期
連結会計期間

第64期

会計期間

自 平成22年
１月１日
至 平成22年
６月30日

自 平成23年
１月１日
至 平成23年
６月30日

自 平成22年
４月１日
至 平成22年
６月30日

自 平成23年
４月１日
至 平成23年
６月30日

自 平成22年
１月１日
至 平成22年
12月31日

売上高 (千円) 6,449,1606,668,5492,888,6832,798,58213,200,964

経常利益 (千円) 485,382596,03173,745 61,741795,201

四半期(当期)純利益 (千円) 82,567352,130 8,704 16,406261,825

純資産額 (千円) － － 8,416,5658,491,2138,600,670

総資産額 (千円) － － 17,441,64617,424,48117,629,281

１株当たり純資産額 (円) － － 327.21 344.53 334.40

１株当たり四半期(当期)純利益 (円) 3.21 13.95 0.34 0.66 10.18

潜在株式調整後
１株当たり四半期(当期)純利益

(円) － － － － －

自己資本比率 (％) － － 48.3 48.7 48.8

営業活動による
キャッシュ・フロー

(千円) 1,254,0591,328,238 － － 1,381,147

投資活動による
キャッシュ・フロー

(千円) △ 129,309△58,627 － － △220,729

財務活動による
キャッシュ・フロー

(千円) △ 751,869△373,464 － － △808,118

現金及び現金同等物の
四半期末(期末)残高

(千円) － － 2,826,8123,746,6282,802,733

従業員数 (名) － － 773 776 766

(注) １．当社は四半期連結財務諸表を作成しているので、提出会社の主要な経営指標等の推移については記載してお

りません。

２．売上高には、消費税等は含まれておりません。

３．潜在株式調整後１株当たり四半期（当期）純利益については、潜在株式が存在していないため記載しており

ません。

　

EDINET提出書類

株式会社共和電業(E01921)

四半期報告書

 2/27



　

２ 【事業の内容】

当第２四半期連結会計期間において、当社グループ(当社及び当社の関係会社)において営まれている事業の内容

に重要な変更はありません。

  また、主要な関係会社についても異動はありません。

　

３ 【関係会社の状況】

当第２四半期連結会計期間において、重要な関係会社の異動はありません。

　

４ 【従業員の状況】

(1) 連結会社の状況

　 平成23年６月30日現在

従業員数(名) 776

(注) 従業員数は就業人員であります。

 

　

(2) 提出会社の状況

　 平成23年６月30日現在

従業員数(名) 469

(注) 従業員数は就業人員であります。 
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第２ 【事業の状況】

１ 【生産、受注及び販売の状況】

(1) 生産実績

当第２四半期連結会計期間における生産実績をセグメントごとに示すと、次のとおりであります。

　

セグメントの名称 金額(千円) 前年同四半期比(％)

計測機器 3,017,145 91.1

(注) １ 金額は標準販売価格によっております。
２ 上記の金額には、消費税等は含まれておりません。

　
(2) 受注実績

当第２四半期連結会計期間における受注実績をセグメントごとに示すと、次のとおりであります。

　

セグメントの名称 受注高(千円) 前年同四半期比(％) 受注残高(千円) 前年同四半期比(％)

計測機器 2,763,328 110.3 1,897,073 100.9

コンサルティング 275,913 79.6 243,947 32.8

合計 3,039,241 106.5 2,141,020 81.6

(注) 上記の金額には、消費税等は含まれておりません。

　
(3) 販売実績

当第２四半期連結会計期間における販売実績をセグメントごとに示すと、次のとおりであります。

　

セグメントの名称 金額(千円) 前年同四半期比(％)

計測機器 2,467,609 96.9

コンサルティング 330,973 96.7

合計 2,798,582 96.9

(注) １ 主な相手先の販売実績及び当該販売実績の総販売実績に対する割合

相手先

前第２四半期連結会計期間 当第２四半期連結会計期間

販売高(千円) 割合(％) 販売高(千円) 割合(％)

広島高速道路公社 444,000 15.4 ― ―

２ 上記の金額には、消費税等は含まれておりません。

　

２ 【事業等のリスク】

当第２四半期連結会計期間において、新たに発生した事業等のリスクはありません。

  また、前事業年度の有価証券報告書に記載した「事業等のリスク」について重要な変更はありません。
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３ 【経営上の重要な契約等】

当第２四半期連結会計期間において、経営上の重要な契約等は行われておりません。

　

４ 【財政状態、経営成績及びキャッシュ・フローの状況の分析】

(1) 経営成績の分析

当第２四半期連結会計期間におけるわが国経済は、輸出や生産が増加し、景気は緩やかに持ち直し傾向がみられた

ものの、３月に発生した東日本大震災の影響等により、製造業の一部で生産活動が大きく低下するなど全国的に経済

活動が停滞し、景気全体の先行きについては不透明な状況が続いております。

計測機器業界におきましては、製造業の生産の回復にともない、緩やかながら需要の回復が見られたものの、東日本

大震災の影響による企業の生産活動の停滞により、設備投資は低調に推移し、依然として厳しい状況が続いておりま

す。

このような事業環境のなか、当第２四半期連結会計期間は、第３次中期経営計画の２年目として、「急激な市場環

境の変化に耐えうる企業体質の確立」に向けて、営業・生産・開発革新のさらなる進化に推進しております。また、グ

ループ全体の全社最適化と効率的な業務推進により、「低コスト体制の確立」に向けて、収益体質の改善をはかる各

種施策を開始いたしました。

  その結果、当第２四半期連結会計期間における受注高は3,039百万円と前第２四半期連結会計期間に比べ6.5％の増

加となりました。売上高につきましては、2,798百万円と前第２四半期連結会計期間に比べ3.1％の減収となりました。

収益につきましては、生産の回復とコスト削減により原価率が改善しましたが、販売促進費等の増加により当第２

四半期連結会計期間の営業利益は56百万円と前第２四半期連結会計期間に比べ14.4％、経常利益は61百万円と前第２

四半期連結会計期間に比べ16.2％とそれぞれ減益となりました。また、四半期純利益は、16百万円と前第２四半期連結

会計期間に比べ88.5％の増益となりました。

　
  セグメント別の業績を示すと、次のとおりであります。

  ①計測機器

センサ及び測定器等の製品販売につきましては、センサ、測定器の汎用品が堅調に推移し、売上高は2,287百万円とな

り、前第２四半期連結会計期間に比べ3.3％の僅かな減収となりました。

  修理・保守業務につきましては、修理関連は堅調に推移したものの、保守・点検業務の一部実施延期等により売上

高は180百万円となり、前第２四半期連結会計期間に比べ0.1％の僅かな減収となりました。

  以上の結果、計測機器セグメントにつきましては、売上高は2,467百万円となり、前第２四半期連結会計期間に比べ

3.1％の減収となり、セグメント利益(売上総利益)は923百万円となりました。

  ②コンサルティング

コンサルティングにつきましては、ダムの安全性を計測するセンサの設置等のダム関連分野が堅調に推移し、売上高

は330百万円と、前第２四半期連結会計期間に比べ3.3％の僅かな減収となり、セグメント利益(売上総利益)は99百万

円となりました。
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(2) 財政状態の分析

（資産の部）

当第２四半期連結会計期間末における資産合計は、17,424百万円となり、前連結会計年度末に比べ204百万円の減

少となりました。

  流動資産につきましては、11,251百万円となり、前連結会計年度末に比べ74百万円の減少となりました。その主な要

因は、現金及び預金が863百万円増加した一方で、受取手形及び売掛金が760百万円、たな卸資産が190百万円それぞれ

減少したことによるものであります。

  固定資産につきましては、6,173百万円となり、前連結会計年度末に比べ130百万円の減少となりました。その主な要

因は、有形固定資産が95百万円減少したことによるものであります。

（負債の部）

  当第２四半期連結会計期間末における負債合計は、8,933百万円となり、前連結会計年度末に比べ95百万円の減少と

なりました。

  流動負債につきましては、4,241百万円となり、前連結会計年度末に比べ124百万円の減少となりました。その主な要

因は、支払手形及び買掛金が101百万円、未払金が94百万円それぞれ増加した一方で、未払費用が102百万円、１年内返

済予定の長期借入金が200百万円それぞれ減少したことによるものであります。

  固定負債につきましては4,691百万円となり、前連結会計年度末に比べ28百万円の増加となりました。その主な要因

は、長期借入金が307百万円増加した一方で、役員退職慰労引当金が123百万円、長期未払金が147百万円それぞれ減少

したことによるものであります。

（純資産の部）

当第２四半期連結会計期間末における純資産合計は8,491百万円となり、前連結会計年度末に比べ109百万円の減

少となりました。その主な要因は、利益剰余金が、配当等に伴う減少205百万円と四半期純利益の増加352百万円による

差引きで146百万円増加しましたが、株式給付信託における自社株式取得及び処分により、純額で自己株式が276百万

円増加したことによるものであります。

　
(3) キャッシュ・フローの状況

当第２四半期連結会計期間における現金及び現金同等物は、第１四半期連結会計期間末と比べ478百万円増加し、

3,746百万円となりました。

(営業活動によるキャッシュ・フロー)

当第２四半期連結会計期間における営業活動によるキャッシュ・フローは、減価償却費99百万円、売上債権の減

少881百万円、仕入債務の増加47百万円等の資金流入に対し、たな卸資産の増加214百万円、賞与引当金の減少238百

万円等の資金流出がありました。その結果、全体では645百万円の資金流入(前年同四半期は713百万円の資金流入)

となりました。

(投資活動によるキャッシュ・フロー)

投資活動によるキャッシュ・フローにつきましては、有形固定資産の取得22百万円、無形固定資産の取得7百万

円等の資金流出があり、全体では27百万円の資金流出(前年同四半期は108百万円の資金流出)となりました。 

(財務活動によるキャッシュ・フロー)

財務活動によるキャッシュ・フローにつきましては、株式給付信託に係る長期借入れによる収入300百万円、株

式給付信託に係る自己株式の処分による収入26百万円等の資金流入がありましたが、長期借入金の返済165百万

円、配当金の支払25百万円等により、全体では136百万円の資金流出(前年同四半期は292百万円の資金流出)となり

ました。

　
(4) 事業上及び財務上の対処すべき課題

当第２四半期連結会計期間において、当連結会社の事業上及び財務上の対処すべき課題に重要な変更及び新たに

生じた課題はありません。

　
(5) 研究開発活動

当第２四半期連結会計期間の研究開発費の総額は193百万円であります。
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第３ 【設備の状況】

(1) 主要な設備の状況

当第２四半期連結会計期間において、主要な設備に重要な異動はありません。

　

(2) 設備の新設、除却等の計画

当第２四半期連結会計期間において、前四半期連結会計期間末に計画中であった重要な設備の新設、除却等につい

て、重要な変更並びに重要な設備計画の完了はありません。

また、当第２四半期連結会計期間において、新たに確定した重要な設備の新設、除却等はありません。
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第４ 【提出会社の状況】

１ 【株式等の状況】

(1) 【株式の総数等】

① 【株式の総数】

　

種類 発行可能株式総数(株)

普通株式 99,570,000

計 99,570,000

　

② 【発行済株式】

　

種類
第２四半期会計期間
末現在発行数(株)
(平成23年６月30日)

提出日現在
発行数(株)

(平成23年８月10日)

上場金融商品取引所
名又は登録認可金融
商品取引業協会名

内容

普通株式 25,758,80025,758,800
東京証券取引所
 (市場第一部)

単元株式数
 1,000株

計 25,758,80025,758,800― ―

　

(2) 【新株予約権等の状況】

   該当事項はありません。

　

(3) 【行使価額修正条項付新株予約権付社債券等の行使状況等】

   該当事項はありません。

　

(4) 【ライツプランの内容】

   該当事項はありません。

　

(5) 【発行済株式総数、資本金等の推移】

　

年月日
発行済株式
総数増減数
(株)

発行済株式
総数残高
(株)

資本金増減額
(千円)

資本金残高
(千円)

資本準備金
増減額
(千円)

資本準備金
残高
(千円)

 平成23年４月１日～
 平成23年６月30日

－ 25,758,800 － 1,309,440 － 1,344,609
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(6) 【大株主の状況】

　 　 平成23年６月30日現在

氏名又は名称 住所
所有株式数
(千株)

発行済株式
総数に対する
所有株式数
の割合(％)

共和電業従業員持株会 東京都調布市調布ヶ丘3-5-1 1,522 5.90

共和協栄会 東京都調布市調布ヶ丘3-5-1 1,297 5.03

渡邉  稔子 東京都目黒区 1,199 4.65

資産管理サービス信託銀行株式
会社

東京都中央区晴海1-8-12 1,073 4.16

株式会社みずほコーポレート銀
行

東京都千代田区丸の内1-3-3 1,029 3.99

株式会社ニッカトー 大阪府堺市堺区遠里小野町3-2-24 814 3.16

株式会社三菱東京ＵＦＪ銀行 東京都千代田区丸の内2-7-1 550 2.13

株式会社損害保険ジャパン 東京都新宿区西新宿1-26-1 527 2.04

日本トラスティ・サービス信託
銀行株式会社

東京都中央区晴海1-8-11 519 2.01

西華産業株式会社 東京都千代田区丸の内3-3-1 450 1.74

計 ― 8,981 34.86

(注) １．資産管理サービス信託銀行株式会社が所有している株式1,073千株は、「株式給付信託(従業員持株会処分

型)」を導入したことに伴い、資産管理サービス信託銀行株式会社が所有しているものであります。なお、当

該株式は、四半期連結財務諸表上、自己株式として処理しております。

２．日本トラスティ・サービス信託銀行株式会社が所有している株式519千株は、信託業務に係るものでありま

す。
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(7) 【議決権の状況】

① 【発行済株式】

平成23年６月30日現在

区分 株式数(株) 議決権の数(個) 内容

無議決権株式 ― ― ―

議決権制限株式(自己株式等) ― ― ―

議決権制限株式(その他) ― ― ―

完全議決権株式(自己株式等)
(自己保有株式)
普通株式 40,000

― ―

完全議決権株式(その他)
普通株式

25,615,000
25,615 ―

単元未満株式
普通株式

103,800
― ―

発行済株式総数 25,758,800― ―

総株主の議決権 ― 25,615 ―

(注)  １．「完全議決権株式(その他)」欄の普通株式のうち、1,073,000株(議決権の数1,073個)につきましては、「株

式給付信託(従業員持株会処分型)」を導入したことに伴い、資産管理サービス信託銀行株式会社が所有して

いるものであります。

２．「単元未満株式」欄の普通株式には、当社保有の自己株式366株が含まれおります。

　

② 【自己株式等】

平成23年６月30日現在

所有者の氏名
又は名称

所有者の住所
自己名義
所有株式数
(株)

他人名義
所有株式数
(株)

所有株式数
の合計
(株)

発行済株式
総数に対する
所有株式数
の割合(％)

(自己保有株式)
株式会社共和電業

東京都調布市調布ヶ丘
３－５－１

40,000 ― 40,000 0.16

計 ― 40,000 ― 40,000 0.16

(注) 平成23年６月30日現在の自己株式数は、40,366株であります。 

　

２ 【株価の推移】

【当該四半期累計期間における月別最高・最低株価】

　

月別
平成23年
１月 ２月 ３月 ４月 ５月 ６月

最高(円) 289 283 267 297 298 283

最低(円) 267 256 195 241 265 265

(注)最高・最低株価は、東京証券取引所市場第一部におけるものであります。 

　

３ 【役員の状況】

　

    前事業年度の有価証券報告書提出日後、当四半期報告書提出日までの役員の異動はありません。
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第５ 【経理の状況】

１  四半期連結財務諸表の作成方法について

当社の四半期連結財務諸表は、「四半期連結財務諸表の用語、様式及び作成方法に関する規則」(平成19年内閣府令第

64号。以下「四半期連結財務諸表規則」という。)に基づいて作成しております。

なお、前第２四半期連結会計期間(平成22年４月１日から平成22年６月30日まで)及び前第２四半期連結累計期間(平

成22年１月１日から平成22年６月30日まで)は、改正前の四半期連結財務諸表規則に基づき、当第２四半期連結会計期間

(平成23年４月１日から平成23年６月30日まで)及び当第２四半期連結累計期間(平成23年１月１日から平成23年６月30

日まで)は、改正後の四半期連結財務諸表規則に基づいて作成しております。

　

２  監査証明について

当社は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、前第２四半期連結会計期間(平成22年４月１日から平成

22年６月30日まで)及び前第２四半期連結累計期間(平成22年１月１日から平成22年６月30日まで)に係る四半期連結財

務諸表並びに当第２四半期連結会計期間(平成23年４月１日から平成23年６月30日まで)及び当第２四半期連結累計期

間(平成23年１月１日から平成23年６月30日まで)に係る四半期連結財務諸表について、新日本有限責任監査法人により

四半期レビューを受けております。
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１【四半期連結財務諸表】
(1)【四半期連結貸借対照表】

(単位：千円)

当第２四半期連結会計期間末
(平成23年６月30日)

前連結会計年度末に係る
要約連結貸借対照表
(平成22年12月31日)

資産の部

流動資産

現金及び預金 4,101,628 3,237,733

受取手形及び売掛金 3,856,882 ※２
 4,617,128

商品及び製品 875,733 1,060,447

仕掛品 848,535 890,434

未成工事支出金 ※３
 110,485

※３
 126,608

原材料及び貯蔵品 1,261,793 1,209,908

その他 197,846 184,955

貸倒引当金 △1,893 △1,844

流動資産合計 11,251,012 11,325,370

固定資産

有形固定資産

建物及び構築物（純額） 2,756,066 2,856,563

その他（純額） 1,315,281 1,310,215

有形固定資産合計 ※１
 4,071,348

※１
 4,166,778

無形固定資産 115,991 116,192

投資その他の資産

その他 1,989,692 2,021,805

貸倒引当金 △3,562 △865

投資その他の資産合計 1,986,130 2,020,940

固定資産合計 6,173,469 6,303,911

資産合計 17,424,481 17,629,281

負債の部

流動負債

支払手形及び買掛金 1,405,646 1,303,950

短期借入金 980,000 980,000

未払法人税等 149,073 118,058

賞与引当金 161,736 138,920

役員賞与引当金 13,213 36,850

工事損失引当金 ※３
 10,245

※３
 10,245

その他 1,521,390 1,777,337

流動負債合計 4,241,305 4,365,362

固定負債

長期借入金 2,280,240 1,972,309

退職給付引当金 2,256,415 2,298,876

役員退職慰労引当金 107,996 231,459

資産除去債務 11,347 －

その他 35,963 160,603

固定負債合計 4,691,962 4,663,248

負債合計 8,933,268 9,028,611
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(単位：千円)

当第２四半期連結会計期間末
(平成23年６月30日)

前連結会計年度末に係る
要約連結貸借対照表
(平成22年12月31日)

純資産の部

株主資本

資本金 1,309,440 1,309,440

資本剰余金 1,347,445 1,344,609

利益剰余金 6,036,913 5,890,540

自己株式 △288,067 △11,606

株主資本合計 8,405,731 8,532,983

評価・換算差額等

その他有価証券評価差額金 86,675 67,687

為替換算調整勘定 △1,192 －

評価・換算差額等合計 85,482 67,687

純資産合計 8,491,213 8,600,670

負債純資産合計 17,424,481 17,629,281
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(2)【四半期連結損益計算書】
【第２四半期連結累計期間】

（単位：千円）

前第２四半期連結累計期間
(自 平成22年１月１日
　至 平成22年６月30日)

当第２四半期連結累計期間
(自 平成23年１月１日
　至 平成23年６月30日)

売上高 6,449,160 6,668,549

売上原価 4,118,244 4,179,820

売上総利益 2,330,915 2,488,728

販売費及び一般管理費 ※１
 1,832,491

※１
 1,890,105

営業利益 498,424 598,622

営業外収益

受取利息 945 696

受取配当金 16,724 18,556

保険配当金 11,274 12,113

その他 10,748 19,350

営業外収益合計 39,693 50,716

営業外費用

支払利息 39,245 34,609

その他 13,490 18,698

営業外費用合計 52,735 53,308

経常利益 485,382 596,031

特別利益

貸倒引当金戻入額 6,066 －

特別利益合計 6,066 －

特別損失

減損損失 9,402 －

投資有価証券評価損 196,640 4,110

資産除去債務会計基準の適用に伴う影響額 － 8,836

特別損失合計 206,042 12,947

税金等調整前四半期純利益 285,405 583,084

法人税、住民税及び事業税 76,216 160,062

法人税等調整額 126,622 70,892

法人税等合計 202,838 230,954

少数株主損益調整前四半期純利益 － 352,130

四半期純利益 82,567 352,130
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【第２四半期連結会計期間】
（単位：千円）

前第２四半期連結会計期間
(自 平成22年４月１日
　至 平成22年６月30日)

当第２四半期連結会計期間
(自 平成23年４月１日
　至 平成23年６月30日)

売上高 2,888,683 2,798,582

売上原価 1,898,678 1,775,273

売上総利益 990,004 1,023,308

販売費及び一般管理費 ※１
 924,440

※１
 967,227

営業利益 65,564 56,080

営業外収益

受取利息 186 205

受取配当金 16,436 18,268

保険配当金 10,948 10,392

その他 7,297 7,409

営業外収益合計 34,868 36,275

営業外費用

支払利息 17,353 17,341

固定資産廃棄損 － 7,123

その他 9,333 6,150

営業外費用合計 26,687 30,614

経常利益 73,745 61,741

特別利益

貸倒引当金戻入額 261 346

特別利益合計 261 346

特別損失

投資有価証券評価損 23,839 167

特別損失合計 23,839 167

税金等調整前四半期純利益 50,168 61,920

法人税、住民税及び事業税 3,705 △56,152

法人税等調整額 37,758 101,667

法人税等合計 41,463 45,514

少数株主損益調整前四半期純利益 － 16,406

四半期純利益 8,704 16,406
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(3)【四半期連結キャッシュ・フロー計算書】
（単位：千円）

前第２四半期連結累計期間
(自 平成22年１月１日
　至 平成22年６月30日)

当第２四半期連結累計期間
(自 平成23年１月１日
　至 平成23年６月30日)

営業活動によるキャッシュ・フロー

税金等調整前四半期純利益 285,405 583,084

減価償却費 233,759 197,125

減損損失 9,402 －

貸倒引当金の増減額（△は減少） △6,553 2,745

退職給付引当金の増減額（△は減少） △50,062 △42,460

賞与引当金の増減額（△は減少） 13,515 22,815

役員賞与引当金の増減額（△は減少） 13,025 △23,636

役員退職慰労引当金の増減額（△は減少） 17,050 △123,463

受取利息及び受取配当金 △17,670 △19,252

支払利息 39,245 34,609

投資有価証券評価損益（△は益） 196,640 4,110

資産除去債務会計基準の適用に伴う影響額 － 8,836

売上債権の増減額（△は増加） 471,426 766,660

たな卸資産の増減額（△は増加） 91,815 190,849

仕入債務の増減額（△は減少） 233,842 101,434

その他 △199,413 △232,977

小計 1,331,429 1,470,484

利息及び配当金の受取額 18,659 19,215

利息の支払額 △40,342 △34,936

法人税等の支払額 △101,513 △147,578

法人税等の還付額 45,826 21,053

営業活動によるキャッシュ・フロー 1,254,059 1,328,238

投資活動によるキャッシュ・フロー

定期預金の増減額（△は増加） － △20,000

投資有価証券の取得による支出 △103,717 －

投資有価証券の売却による収入 － 3,850

有形固定資産の取得による支出 △28,667 △28,974

無形固定資産の取得による支出 △9,251 △18,350

その他 12,326 4,847

投資活動によるキャッシュ・フロー △129,309 △58,627

財務活動によるキャッシュ・フロー

短期借入金の純増減額（△は減少） △230,000 －

長期借入れによる収入 － 550,000

長期借入金の返済による支出 △192,602 △442,602

社債の償還による支出 △125,000 －

自己株式の取得による支出 － △300,136

自己株式の処分による収入 － 26,511

配当金の支払額 △203,818 △204,078

その他 △449 △3,159

財務活動によるキャッシュ・フロー △751,869 △373,464

現金及び現金同等物に係る換算差額 △1,368 △570

現金及び現金同等物の増減額（△は減少） 371,511 895,576

現金及び現金同等物の期首残高 2,455,301 2,802,733

新規連結に伴う現金及び現金同等物の増加額 － 48,319

現金及び現金同等物の四半期末残高 ※１
 2,826,812

※１
 3,746,628
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【継続企業の前提に関する事項】

当第２四半期連結会計期間(自 平成23年４月１日 至 平成23年６月30日)

該当事項はありません。

　

【四半期連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項等の変更】

　
当第２四半期連結累計期間

(自 平成23年１月１日 至 平成23年６月30日)

１ 連結の範囲に関する事項の変更

第１四半期連結会計期間より、重要性が増した共和電業(上海)貿易有限公司を連結の範囲に含めておりま

す。変更後の連結子会社の数は７社であります。

 

２ 持分法適用の範囲に関する事項の変更

該当事項はありません。

 

３ 会計処理基準に関する事項の変更

   資産除去債務に関する会計基準等の適用

第１四半期連結会計期間より、「資産除去債務に関する会計基準」(企業会計基準第18号 平成20年３月

31日)及び「資産除去債務に関する会計基準の適用指針」(企業会計基準適用指針第21号 平成20年３月31

日)を適用しております。

これにより、営業利益及び経常利益はそれぞれ182千円減少し、税金等調整前四半期純利益が9,019千円

減少しております。また、当会計基準等の適用開始による資産除去債務の変動額は、11,235千円でありま

す。

　

【表示方法の変更】

　
当第２四半期連結累計期間

(自  平成23年１月１日  至  平成23年６月30日)

(四半期連結損益計算書関係)

「連結財務諸表に関する会計基準」(企業会計基準第22号 平成20年12月26日)に基づく財務諸表等規則等の一

部を改正する内閣府令(平成21年３月24日 内閣府令第５号)の適用により、当第２四半期連結累計期間では、「少

数株主損益調整前四半期純利益」の科目を表示しております。

(四半期連結キャッシュ・フロー計算書関係)

前第２四半期連結累計期間において、「財務活動によるキャッシュ・フロー」の「その他」に含めていた「自

己株式の取得による支出」は重要性が増加したため、当第２四半期連結累計期間では区分掲記することとしてお

ります。なお、前第２四半期連結累計期間の「財務活動によるキャッシュ・フロー」の「その他」に含まれる「自

己株式の取得による支出」は324千円であります。

　

当第２四半期連結会計期間
(自  平成23年４月１日  至  平成23年６月30日)

(四半期連結損益計算書関係)

「連結財務諸表に関する会計基準」(企業会計基準第22号 平成20年12月26日)に基づく財務諸表等規則等の一

部を改正する内閣府令(平成21年３月24日 内閣府令第５号)の適用により、当第２四半期連結会計期間では、「少

数株主損益調整前四半期純利益」の科目を表示しております。

　

【簡便な会計処理】

　
当第２四半期連結累計期間

(自 平成23年１月１日 至 平成23年６月30日)

１ 固定資産の減価償却費の算定方法

定率法を採用している資産については、連結会計年度に係る減価償却費の額を期間按分して算定する方法

によっております。

【四半期連結財務諸表の作成にあたり適用した特有の会計処理】

  該当事項はありません。
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【追加情報】

当第２四半期連結累計期間
(自 平成23年１月１日 至 平成23年６月30日)

１ 株式給付信託に関する会計処理方法

当社は、平成23年１月25日開催の取締役会の決議により、従業員の福利厚生の増進及び当社の企業価値向上

に係るインセンティブの付与を目的として、「株式給付信託(従業員持株会処分型)」(以下、「本信託」とい

います。)を導入しております。

  本信託は、「共和電業従業員持株会」(以下、「持株会」といいます。)に加入するすべての従業員を対象に、

当社の自己株式の株価上昇メリットを還元するインセンティブ・プランです。

  今後約４年間にわたり持株会が取得する見込みの当社の自社株式を、本信託の受託者である信託銀行が予

め一括して取得し、持株会の株式取得に際して当社株式を売却していきます。信託終了時までに、信託銀行が

持株会への売却を通じて本信託の信託財産内に株式売却相当額が蓄積した場合には、それを残余財産として

受益者適格要件を充足する当社従業員持株会会員に分配します。また当社は、信託銀行が当社株式を取得する

ための借入に対し保証をしているため、信託終了時において、当社株価の下落により当該株式売却損相当の借

入残債がある場合には、保証契約に基づき当社が当該残債を弁済することとなります。

  当社株式の取得・処分については、当社が本信託の債務を保証しているため、経済的実態を重視し、当社と

本信託は一体であるという会計処理を行っております。従いまして、本信託が所有する当社株式や本信託の資

産及び負債並びに費用及び収益についても四半期連結貸借対照表、四半期連結損益計算書及び四半期連結

キャッシュ・フロー計算書に含めて計上しております。

  なお、当第２四半期連結会計期間末日(平成23年６月30日)における自己株式数は、以下のとおりでありま

す。

  自己株式数　　　　　　　　　　  1,113,366株

  うち本信託による所有株式数　　　1,073,000株

　

【注記事項】

(四半期連結貸借対照表関係)

　
当第２四半期連結会計期間末
(平成23年６月30日)

前連結会計年度末
(平成22年12月31日)

※１ 有形固定資産の減価償却累計額  5,020,966千円※１ 有形固定資産の減価償却累計額  4,856,125千円

──────── ※２ 期末日満期手形の会計処理は、手形交換日をも  

   って決済処理しております。決算期末日は、金融

   機関の休業日のため期末日満期手形が下記の通り

   含まれております。

     受取手形      　　              105,189千円

※３   損失が見込まれる工事契約に係るたな卸資産と

工事損失引当金は、相殺せずに両建てで表示してお

ります。

  損失の発生が見込まれる工事契約に係る未成工

事支出金のうち、工事損失引当金に対応する額は

10,245千円であります。

※３   損失が見込まれる工事契約に係るたな卸資産と

工事損失引当金は、相殺せずに両建てで表示してお

ります。

  損失の発生が見込まれる工事契約に係る未成工

事支出金のうち、工事損失引当金に対応する額は

10,245千円であります。
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(四半期連結損益計算書関係)

第２四半期連結累計期間

　

前第２四半期連結累計期間
(自 平成22年１月１日 
  至 平成22年６月30日)

当第２四半期連結累計期間
(自 平成23年１月１日
  至 平成23年６月30日)

※１ 販売費及び一般管理費のうち主要な費目及び金額

は次の通りであります。

給与手当 577,051千円

賞与引当金繰入額 53,163

役員賞与引当金繰入額 17,975

退職給付費用 42,794

役員退職慰労引当金繰入額 23,182

　 　
 

※１ 販売費及び一般管理費のうち主要な費目及び金額

は次の通りであります。

給与手当 590,663千円

賞与引当金繰入額 58,850

役員賞与引当金繰入額 13,213

退職給付費用 43,682

役員退職慰労引当金繰入額 10,932

貸倒引当金繰入額 3,043

　

第２四半期連結会計期間

　

前第２四半期連結会計期間
(自  平成22年４月１日
至  平成22年６月30日)

当第２四半期連結会計期間
(自  平成23年４月１日
至  平成23年６月30日)

※１ 販売費及び一般管理費のうち主要な費目及び金額

は次の通りであります。

給与手当 292,645千円

賞与引当金繰入額 53,163

役員賞与引当金繰入額 9,087

退職給付費用 21,721

役員退職慰労引当金繰入額 11,610

※１ 販売費及び一般管理費のうち主要な費目及び金額

は次の通りであります。

給与手当 301,579千円

賞与引当金繰入額 58,850

役員賞与引当金繰入額 6,606

退職給付費用 22,241

役員退職慰労引当金繰入額 7,912

　

(四半期連結キャッシュ・フロー計算書関係)

　

前第２四半期連結累計期間
(自 平成22年１月１日 
  至 平成22年６月30日)

当第２四半期連結累計期間
(自 平成23年１月１日
  至 平成23年６月30日)

※１ 現金及び現金同等物の四半期末残高と四半期連結

貸借対照表に掲記されている科目の金額との関係

（平成22年６月30日現在）

現金及び預金 3,261,812千円

預入期間が３か月を超える定期預金 △435,000

現金及び現金同等物 2,826,812
 

※１ 現金及び現金同等物の四半期末残高と四半期連結

貸借対照表に掲記されている科目の金額との関係

（平成23年６月30日現在）

現金及び預金 4,101,628千円

預入期間が３か月を超える定期預金 △355,000

現金及び現金同等物 3,746,628

　

EDINET提出書類

株式会社共和電業(E01921)

四半期報告書

19/27



　

(株主資本等関係)

当第２四半期連結会計期間末（平成23年６月30日）及び

当第２四半期連結累計期間(自 平成23年１月１日 至 平成23年６月30日)

１ 発行済株式に関する事項

株式の種類
当第２四半期
連結会計期間末

普通株式(株) 25,758,800

　
２ 自己株式に関する事項

株式の種類
当第２四半期
連結会計期間末

普通株式(株) 1,113,366

(注)当第２四半期連結会計期間末に資産管理サービス信託銀行株式会社が所有する当社株式1,073,000株を自己株式数

に含めております。

　
３ 新株予約権等に関する事項

   該当事項はありません。

　

４ 配当に関する事項

 (1) 配当金支払額

決議 株式の種類
配当金の総額
(千円)

１株当たり
配当額(円)

基準日 効力発生日 配当の原資

平成23年３月30日
定時株主総会

普通株式 205,757 8 平成22年12月31日 平成23年３月31日 利益剰余金

　

 (2) 基準日が当連結会計年度の開始の日から当四半期連結会計期間末までに属する配当のうち、配当の効力発

生日が当四半期連結会計期間の末日後となるもの

   該当事項はありません。

　

５ 株主資本の著しい変動に関する事項

  当第２四半期連結会計期間におきまして、「株式給付信託(従業員持株会処分型)」の信託契約に基づき自己株式の取

得及び処分を行っており、取得による増加が299,807千円、処分による減少が23,675千円となりました。また、単元未満株

式の買取により328千円増加しており、その結果、当第２四半期連結累計期間において自己株式が276,461千円増加し、当

第２四半期連結会計期間末における自己株式は288,067千円となっております。
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(セグメント情報等)

【事業の種類別セグメント情報】

  前第２四半期連結会計期間（自平成22年４月１日 至平成22年６月30日）及び前第２四半期連結累計期間（自平成22

年１月１日 至平成22年６月30日）において、当社グループは製品の種類、性質、製造方法、販売市場等の類似性から判断

して、同種、同系列である計測にかかわる単一の事業分野での事業活動を行っており、当該事業以外に事業の種類がない

ため該当事項はありません。

　
【所在地別セグメント情報】

  前第２四半期連結会計期間（自平成22年４月１日 至平成22年６月30日）及び前第２四半期連結累計期間（自平成22

年１月１日 至平成22年６月30日）において、本邦以外の国または地域に所在する連結子会社及び重要な在外支店がな

いため、該当事項はありません。

　
【海外売上高】

  前第２四半期連結会計期間（自平成22年４月１日 至平成22年６月30日）及び前第２四半期連結累計期間（自平成22

年１月１日 至平成22年６月30日）において、海外売上高は連結売上高の10％未満のため記載を省略しております。

　
【セグメント情報】

(追加情報)

  第１四半期連結会計期間より「セグメント情報等の開示に関する会計基準」(企業会計基準第17号 平成21年３月27

日)及び「セグメント情報等の開示に関する会計基準の適用指針」(企業会計基準適用指針第20号 平成20年３月21日)

を適用しております。

　
１  報告セグメントの概要

当社グループの報告セグメントは、当社の構成単位のうち分離された財務情報が入手可能であり、取締役会が、経営資

源の配分の決定及び業績を評価するために、定期的に検討を行う対象となっているものであります。

当社グループは取扱製品の性質や事業内容の位置付け等を考慮した上で、「計測機器」、「コンサルティング」の２

つを報告セグメントとしております。「計測機器」では、当社製品のセンサ及び測定器等の製造・販売及び修理・保守

業務を行なっております。「コンサルティング」では、当社製品の設置、測定および解析等の役務の提供を行なっており

ます。

　

２  報告セグメントごとの売上高及び利益又は損失の金額に関する情報

当第２四半期連結累計期間(自  平成23年１月１日  至  平成23年６月30日)

　 　 　 　 (単位：千円)

　

報告セグメント

調整額
四半期連結
損益計算書
計上額計測機器

コンサル
ティング

計

売上高 　 　 　 　 　

  外部顧客への売上高 5,899,457769,0916,668,549 ― 6,668,549

  セグメント間の内部売上高
  又は振替高

― ― ― ― ―

計 5,899,457769,0916,668,549 ― 6,668,549

セグメント利益 2,242,172246,5562,488,728 ― 2,488,728

(注)セグメント利益の合計額は、四半期連結損益計算書の売上総利益の金額と一致しております。
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当第２四半期連結会計期間(自  平成23年４月１日  至  平成23年６月30日)

　 　 　 　 (単位：千円)

　

報告セグメント

調整額
四半期連結
損益計算書
計上額計測機器

コンサル
ティング

計

売上高 　 　 　 　 　

  外部顧客への売上高 2,467,609330,9732,798,582 ― 2,798,582

  セグメント間の内部売上高
  又は振替高

― ― ― ― ―

計 2,467,609330,9732,798,582 ― 2,798,582

セグメント利益 923,53099,7781,023,308 ― 1,023,308

(注)セグメント利益の合計額は、四半期連結損益計算書の売上総利益の金額と一致しております。

　

３  報告セグメントごとの固定資産の減損損失又はのれん等に関する情報

当第２四半期連結会計期間(自  平成23年４月１日  至  平成23年６月30日)

該当事項はありません。

　

(金融商品関係)

当第２四半期連結会計期間末(平成23年６月30日)

金融商品の四半期連結対照表計上額その他の金額は、前連結会計年度の末日に比べて著しい変動が認められませ

ん。

　

(有価証券関係)

当第２四半期連結会計期間末(平成23年６月30日)

事業の運営において重要なものであり、かつ、前連結会計年度の末日に比べて著しい変動が認められる有価証券は

ありません。

　

(デリバティブ取引関係)

当第２四半期連結会計期間末(平成23年６月30日)

事業の運営において重要なものであり、かつ、前連結会計年度の末日に比べて著しい変動が認められるデリバティ

ブ取引はありません。

　

(ストック・オプション等関係)

当第２四半期連結会計期間(自 平成23年４月１日 至 平成23年６月30日)

該当事項はありません。

　
(企業結合等関係)

当第２四半期連結会計期間(自 平成23年４月１日 至 平成23年６月30日)

該当事項はありません。
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(資産除去債務関係)

当第２四半期連結会計期間末(平成23年６月30日)

資産除去債務の四半期連結貸借対照表計上額その他の金額は、前連結会計年度の末日と比較して著しい変動が認め

られません。

(１株当たり情報)

１  １株当たり純資産額

当第２四半期連結会計期間末
(平成23年６月30日)

前連結会計年度末
(平成22年12月31日)

　 　

　 344.53円
　

　 　

　 334.40円
　

　

２  １株当たり四半期純利益金額等

第２四半期連結累計期間

前第２四半期連結累計期間
(自 平成22年１月１日 
  至 平成22年６月30日)

当第２四半期連結累計期間
(自 平成23年１月１日
  至 平成23年６月30日)

１株当たり四半期純利益金額 3.21円

  なお、潜在株式調整後１株当たり四半期
純利益金額については、潜在株式が存在し
ないため記載しておりません。

　

　

１株当たり四半期純利益金額 13.95円

  なお、潜在株式調整後１株当たり四半期
純利益金額については、潜在株式が存在し
ないため記載しておりません。

　

　

(注) １株当たり四半期純利益金額の算定上の基礎は、以下のとおりであります。
　

項目
前第２四半期連結累計期間
(自 平成22年１月１日 
  至 平成22年６月30日)

当第２四半期連結累計期間
(自 平成23年１月１日
  至 平成23年６月30日)

四半期純利益(千円) 82,567 352,130

普通株主に帰属しない金額(千円) － －

普通株式に係る四半期純利益(千円) 82,567 352,130

普通株式の期中平均株式数(千株) 25,722 25,239

　
第２四半期連結会計期間

　

前第２四半期連結会計期間
(自 平成22年４月１日 
  至 平成22年６月30日)

当第２四半期連結会計期間
(自 平成23年４月１日
  至 平成23年６月30日)

１株当たり四半期純利益金額 0.34円

  なお、潜在株式調整後１株当たり四半期
純利益金額については、潜在株式が存在し
ないため記載しておりません。

　

　

１株当たり四半期純利益金額 0.66円

  なお、潜在株式調整後１株当たり四半期
純利益金額については、潜在株式が存在し
ないため記載しておりません。

　

　

(注) １株当たり四半期純利益金額の算定上の基礎は、以下のとおりであります。
　

項目
前第２四半期連結会計期間
(自 平成22年４月１日 
  至 平成22年６月30日)

当第２四半期連結会計期間
(自 平成23年４月１日 
  至 平成23年６月30日)

四半期純利益(千円) 8,704 16,406

普通株主に帰属しない金額(千円) － －

普通株式に係る四半期純利益(千円) 8,704 16,406

普通株式の期中平均株式数(千株) 25,722 24,879
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２ 【その他】

該当事項はありません。
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第二部 【提出会社の保証会社等の情報】

該当事項はありません。
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独立監査人の四半期レビュー報告書

　
平成22年８月10日

株式会社共和電業

取締役会  御中

　

新日本有限責任監査法人

　

指定有限責任社員
業務執行社員

　 公認会計士    上    林    三 子 雄    印

　
指定有限責任社員
業務執行社員

　 公認会計士    大    和    哲    夫    印

　
当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、「経理の状況」に掲げられている株式

会社共和電業の平成22年１月１日から平成22年12月31日までの連結会計年度の第２四半期連結会計期間(平

成22年４月１日から平成22年６月30日まで)及び第２四半期連結累計期間(平成22年１月１日から平成22年６

月30日まで)に係る四半期連結財務諸表、すなわち、四半期連結貸借対照表、四半期連結損益計算書及び四半期

連結キャッシュ・フロー計算書について四半期レビューを行った。この四半期連結財務諸表の作成責任は経

営者にあり、当監査法人の責任は独立の立場から四半期連結財務諸表に対する結論を表明することにある。

当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期レビューの基準に準拠して四半期レ

ビューを行った。四半期レビューは、主として経営者、財務及び会計に関する事項に責任を有する者等に対し

て実施される質問、分析的手続その他の四半期レビュー手続により行われており、我が国において一般に公正

妥当と認められる監査の基準に準拠して実施される年度の財務諸表の監査に比べ限定された手続により行わ

れた。

当監査法人が実施した四半期レビューにおいて、上記の四半期連結財務諸表が、我が国において一般に公正

妥当と認められる四半期連結財務諸表の作成基準に準拠して、株式会社共和電業及び連結子会社の平成22年

６月30日現在の財政状態、同日をもって終了する第２四半期連結会計期間及び第２四半期連結累計期間の経

営成績並びに第２四半期連結累計期間のキャッシュ・フローの状況を適正に表示していないと信じさせる事

項がすべての重要な点において認められなかった。

　
会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

　
以  上

　
 

(注) １  上記は、四半期レビュー報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社(四半期報

告書提出会社)が別途保管しております。

２  四半期連結財務諸表の範囲にはXBRLデータ自体は含まれていません。
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独立監査人の四半期レビュー報告書

　
平成23年８月10日

株式会社共和電業

取締役会  御中

　

新日本有限責任監査法人

　

指定有限責任社員
業務執行社員

　 公認会計士    上    林    三 子 雄    印

　
指定有限責任社員
業務執行社員

　 公認会計士    鳥    羽    正    浩    印

　
当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、「経理の状況」に掲げられている株式

会社共和電業の平成23年１月１日から平成23年12月31日までの連結会計年度の第２四半期連結会計期間(平

成23年４月１日から平成23年６月30日まで)及び第２四半期連結累計期間(平成23年１月１日から平成23年６

月30日まで)に係る四半期連結財務諸表、すなわち、四半期連結貸借対照表、四半期連結損益計算書及び四半期

連結キャッシュ・フロー計算書について四半期レビューを行った。この四半期連結財務諸表の作成責任は経

営者にあり、当監査法人の責任は独立の立場から四半期連結財務諸表に対する結論を表明することにある。

当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期レビューの基準に準拠して四半期レ

ビューを行った。四半期レビューは、主として経営者、財務及び会計に関する事項に責任を有する者等に対し

て実施される質問、分析的手続その他の四半期レビュー手続により行われており、我が国において一般に公正

妥当と認められる監査の基準に準拠して実施される年度の財務諸表の監査に比べ限定された手続により行わ

れた。

当監査法人が実施した四半期レビューにおいて、上記の四半期連結財務諸表が、我が国において一般に公正

妥当と認められる四半期連結財務諸表の作成基準に準拠して、株式会社共和電業及び連結子会社の平成23年

６月30日現在の財政状態、同日をもって終了する第２四半期連結会計期間及び第２四半期連結累計期間の経

営成績並びに第２四半期連結累計期間のキャッシュ・フローの状況を適正に表示していないと信じさせる事

項がすべての重要な点において認められなかった。

　
会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

　
以  上

　
 

(注) １  上記は、四半期レビュー報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社(四半期報

告書提出会社)が別途保管しております。

２  四半期連結財務諸表の範囲にはXBRLデータ自体は含まれていません。
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